
NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ７予算

Ｒ５ 1 2,959

Ｒ４ 0 0

Ｒ３ 0 0

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

鳥取市補助金カルテ

020 文化交流課 0857-30-8021

令和７年度 当初予算今後見直しが必要

施設整備事業に対する補助

文化芸術のまちづくり推進事業費（重点支援地方交付金）

若手芸術家育成拠点整備事業補助金

概要

若手芸術家が集い、創作活動や展覧会の開催などを行う拠点の整備に要する経費を補助。

R5

教育費 社会教育費 文化振興費

R7年度末で廃止

根拠法令 鳥取市文化芸術振興に関する基本方針、鳥取市文化芸術振興条例

500千円
過去実績 件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、工事請負費、その他活動拠点
整備・運営に必要であると市長が認めた経費

決算額
（千円）

Ｒ７予算
積算根拠

1件×500千円

補助率・補助額 10分の10

Ｒ６
（見込）

1 1,000

交付要件

若手芸術家、まちづくり関連会社、鳥取市中心市街地活性化協議会等で構成され、規約等を
有する団体であること

設定なし

県費

○ 補助金交付対象、要件、方法

補助対象団体

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-
運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無

-人件費 積立金団体運営費補助



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ×

02-06 ○

02-07 ×

02-08 ×

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

3

14

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必
要性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ
無駄がないか。

今後見直しが必要

適正化の視点 基準

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資
金(内部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行って
いる

実績報告に事業費を証する領収書等が添付さ
れている

原則として補助対象外とすべき経費（人件
費、交際費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ
生産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定し
ている

［有効性］
所期の目的を達成し効
果を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

意見
令和7年度末で廃止予定。

-

-

評価／担当課 今後見直しを検討

今後の具体的な
改善方針

補助上限額の設定

補助金の交付額は長期間固定化していない(過
去3年のうち、2回以上同額交付とはなってい
ない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担
当課が事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目
的や内容について広く
公開しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の
目的や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になさ
れているか。

-

2-6　財源のない団体であるため。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って
適法に行われているか
どうか。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ７予算

Ｒ５ 1 53,233

Ｒ４ 0 0

Ｒ３ 0 0

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

鳥取市補助金カルテ

021 文化交流課 0857-30-8021

令和７年度 当初予算適切

施設整備事業に対する補助

舞台芸術×地域活性化事業

鳥取市文化交流拠点整備事業補助金

概要

文化芸術に関する創作、発表、体験・交流の場を新たに整備する経費を補助。

R5

教育費 社会教育費 文化振興費

R7年度末で廃止

根拠法令 鳥取市文化振興に関する基本方針、鳥取市文化振興条例

25,003千円
過去実績 件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

施設新設および既存施設等の撤去に要する以下の経費 （１）調査・設計費 （２）工事監理
費 （３）工事費 （４）その他市長が認めたもの

決算額
（千円）

Ｒ７予算
積算根拠

・旧鹿野小学校舎解体工事　　23,210千円
・旧鹿野小学校舎解体工事 管理業務　　693千円
・旧鹿野小学校舎不要備品処分　　1,100千円

補助率・補助額 2/3、10/10（旧市所有施設解体）

Ｒ６
（見込）

1 118,271

交付要件

次に掲げる要件を満たす団体であること。(１)市内に主たる事務所または拠点を有するこ
と。(２)団体の規約を有し、その代表者の氏名及び住所が明らかであること。(３)事業を実
施するにあたり、明確な会計経理がなされること。(４)事業実績があり、または事業が完遂
できると認められること。

設定なし

国費

○ 補助金交付対象、要件、方法

特定非営利活動法人鳥の劇場

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-
運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無

-人件費 積立金団体運営費補助



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ×

02-06 ○

02-07 ×

02-08 ○

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

2

14

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必
要性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ
無駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資
金(内部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行って
いる

実績報告に事業費を証する領収書等が添付さ
れている

原則として補助対象外とすべき経費（人件
費、交際費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ
生産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定し
ている

［有効性］
所期の目的を達成し効
果を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

意見
令和７年度末で廃止予定。

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過
去3年のうち、2回以上同額交付とはなってい
ない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担
当課が事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目
的や内容について広く
公開しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の
目的や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になさ
れているか。

-

2-6　舞台芸術を活用し、演劇を通して本市の福祉行政や文化行政に貢献している団体であ
り、自主財源に乏しい団体であるため。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って
適法に行われているか
どうか。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ７予算

Ｒ５ 1 150

Ｒ４ 0 0

Ｒ３ 0 0

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

鳥取市補助金カルテ

022 文化交流課 0857-30-8022

令和７年度 当初予算適切

イベント・行事等に関する補助

市民国際交流推進事業費

市民国際交流推進事業補助金

概要

市民団体が実施する本市の国際姉妹都市や交流都市との交流事業の経費を補助。

H13

総務費 総務管理費 企画費

終期設定なし

根拠法令 第１１次鳥取市総合計画（施策2205）他都市との交流の推進

800千円
過去実績 件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

渡航運賃、通訳謝金、会場借り上げ料、会場設営費、車両借り上げ料、原材料費、労務費、
資料等印刷費、通信費、宿泊料、その他必要と認められる経費

決算額
（千円）

Ｒ７予算
積算根拠

・ドイツ ハーナウ市との民間交流　２件 700千円　・韓
国 清州市との民間交流　１件 100千円

補助率・補助額 2分の1

Ｒ６
（見込）

1 250

交付要件

次のすべてに該当すること。（１）鳥取市民を中心に構成される民間団体が事業実施主体で
あること。（２）本市と姉妹都市等の市民が参画し、市民レベルでの相互理解と友好親善を
促進するものであること。（３）原則として、本市又は姉妹都市等において実施すること。
（４）営利を目的としないこと。（５）市から別途補助を受けていないこと。

設定なし

なし(一般財源、基金繰入のみ)

○ 補助金交付対象、要件、方法

補助対象団体

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-
運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無

-人件費 積立金団体運営費補助



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ○

02-06 -

02-07 -

02-08 ×

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

1

12

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必
要性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ
無駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資
金(内部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行って
いる

実績報告に事業費を証する領収書等が添付さ
れている

原則として補助対象外とすべき経費（人件
費、交際費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ
生産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定し
ている

［有効性］
所期の目的を達成し効
果を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

意見
-

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過
去3年のうち、2回以上同額交付とはなってい
ない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担
当課が事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目
的や内容について広く
公開しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の
目的や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になさ
れているか。

-

2-8 効果検証のうえ継続の有無を判断。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って
適法に行われているか
どうか。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ７予算

Ｒ５ 2 624

Ｒ４ 0 0

Ｒ３ 0 0

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

鳥取市補助金カルテ

023 文化交流課 0857-30-8022

令和７年度 当初予算適切

その他の事業費補助

民間交流促進事業費

鳥取市民間交流促進事業補助金

概要

市民団体が実施する国内他都市との交流事業の経費を補助。

H16

総務費 総務管理費 企画費

終期設定なし

根拠法令 第１１次鳥取市総合計画（施策2205）他都市との交流の推進

300千円
過去実績 件数

対象経費

交付決定の年度内に、補助額を確定し、精算する。

交通費、車両借上料、使用料、燃料費、その他必要と認められる経費

決算額
（千円）

Ｒ７予算
積算根拠

2件×150千円(上限額)

補助率・補助額 2分の1

Ｒ６
（見込）

0 0

交付要件

次のすべてに該当すること。（１）実施主体が鳥取市民を中心に構成される民間団体である
こと。（２）鳥取県外の都市の民間団体と交流するもの。（３）本市と鳥取県外の都市の市
民が参画し、市民レベルでの交流を促進するものであること。（４）鳥取県外の都市におい
て実施する。（５）営利を目的としない。（６）鳥取市から別途補助を受けていない。

150千円

なし(一般財源、基金繰入のみ)

○ 補助金交付対象、要件、方法

申請のあった団体等

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-
運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無

-人件費 積立金団体運営費補助



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ○

02-06 -

02-07 -

02-08 ×

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

1

12

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必
要性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ
無駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資
金(内部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行って
いる

実績報告に事業費を証する領収書等が添付さ
れている

原則として補助対象外とすべき経費（人件
費、交際費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ
生産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定し
ている

［有効性］
所期の目的を達成し効
果を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

意見
-

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過
去3年のうち、2回以上同額交付とはなってい
ない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担
当課が事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目
的や内容について広く
公開しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の
目的や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になさ
れているか。

-

2-8 効果検証のうえ継続の有無を判断。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って
適法に行われているか
どうか。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ７予算

Ｒ５ 1 1,991

Ｒ４ 1 2,158

Ｒ３ 1 1,987

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

○ -

-

-

有 -

-

鳥取市補助金カルテ

024 文化交流課 0857-30-8021

令和７年度 当初予算今後見直しが必要

団体運営費補助

文化振興費（文化交流課）

鳥取市文化団体育成事業補助金

概要

研修事業や会報発行などの連合体の組織化活動や、文化団体の育成のための活動拠点の運営
等の経費を補助。

H29

教育費 社会教育費 文化振興費

終期設定なし

根拠法令 鳥取市文化芸術振興に関する基本方針、鳥取市文化芸術振興条例

2,331千円
過去実績 件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

人件費及び管理費

決算額
（千円）

Ｒ７予算
積算根拠

・鳥取市文化団体協議会補助金　2,331千円

補助率・補助額 10分の10

Ｒ６
（見込）

1 2,088

交付要件

鳥取市文化団体協議会が行う、各種文化団体の育成指導及び鳥取市文化センター内の文化活
動ひろばの運営

設定なし

なし(一般財源、基金繰入のみ)

○ 補助金交付対象、要件、方法

鳥取市文化団体協議会

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-
運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無

○人件費 積立金団体運営費補助



○ 適合性チェック（適正化評価）

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 ○

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ×

02-05 ×

02-06 ×

02-07 ×

02-08 ×

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

5

15

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必
要性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ
無駄がないか。

今後見直しが必要

適正化の視点 基準

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資
金(内部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行って
いる

実績報告に事業費を証する領収書等が添付さ
れている

原則として補助対象外とすべき経費（人件
費、交際費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ
生産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定し
ている

［有効性］
所期の目的を達成し効
果を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

意見
対象経費に人件費が含まれている。補助率が1/2以上であり、上限額の設定がな
い。

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過
去3年のうち、2回以上同額交付とはなってい
ない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担
当課が事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目
的や内容について広く
公開しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の
目的や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になさ
れているか。

-

2-4,2-5 地域の文化芸術活動に欠かせない団体であり、自主財源のない団体であるため　2-8
効果検証のうえ継続の有無を判断。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って
適法に行われているか
どうか。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ７予算

Ｒ５ 15 4,895

Ｒ４ 11 5,116

Ｒ３ 10 7,327

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

鳥取市補助金カルテ

025 文化交流課 0857-30-8021

令和７年度 当初予算適切

イベント・行事等に関する補助

文化芸術推進事業補助金

鳥取市文化芸術事業に関する補助金

概要

文化芸術団体が実施する文化芸術に関する事業に要する経費を補助。

H18

教育費 社会教育費 文化振興費

終期設定なし

根拠法令 鳥取市文化芸術振興に関する基本方針、鳥取市文化芸術振興条例

7,030千円
過去実績 件数

対象経費

交付決定の年度内に、補助額を確定し、精算する。

事業区分ごとの補助対象となる活動に要する経費。

決算額
（千円）

Ｒ７予算
積算根拠

発表鑑賞2件×150千円／菊花展280千円／市民音楽祭400
千円／市民文化祭1,800千円／伝統芸能保存用具整備
1,000千円／放哉の会開催支援450千円／国民文化祭参加
事業500千円／貝殻節全国大会200千円／とっとり手踊
り・手笠踊りの集い200千円／鳥取JAZZ 500千円／海外公
演等開催200千円／指導者等招聘200千円／尾崎放哉生誕
140周年記念事業 1,000千円　※事業区分により上限あり

補助率・補助額 事業区分により、1/2、3/4ほか

Ｒ６
（見込）

13 5,142

交付要件

・市内に主たる事務所または活動の拠点を有し、団体の構成員に市民が過半数を占めると認
められること。　・団体の規約を有し、かつ、その代表者の氏名及び住所が明らかであるこ
と。　・事業を実施するに当たり、明確な会計経理がなされ、またはなされると認められる
こと。　・事業実績があり、または事業が完遂できると認められること。

設定なし

県費

○ 補助金交付対象、要件、方法

申請のあった団体等

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-
運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無

-人件費 積立金団体運営費補助



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ×

02-06 ○

02-07 ○

02-08 ×

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

2

14

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必
要性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ
無駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資
金(内部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行って
いる

実績報告に事業費を証する領収書等が添付さ
れている

原則として補助対象外とすべき経費（人件
費、交際費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ
生産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定し
ている

［有効性］
所期の目的を達成し効
果を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

意見
-

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過
去3年のうち、2回以上同額交付とはなってい
ない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担
当課が事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目
的や内容について広く
公開しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の
目的や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になさ
れているか。

-

2-6 交付先が自己財源のない団体であるため。　2-7 事業区分ごとに上限額を定めている。
2-8 効果検証のうえ継続の有無を判断。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って
適法に行われているか
どうか。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ７予算

Ｒ５ 8 344

Ｒ４ 21 976

Ｒ３ 0 0

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

鳥取市補助金カルテ

026 文化交流課 0857-30-8021

令和７年度 当初予算今後見直しが必要

イベント・行事等に関する補助

文化芸術のまちづくり推進事業費（重点支援地方交付金）

鳥取市民間ギャラリー活用奨励金

概要

民間ギャラリーの運営維持及び本市の文化芸術活動の担い手の発掘・ 育成に資することを目
的として交付する。

R2

教育費 社会教育費 文化振興費

終期設定なし

根拠法令 鳥取市文化芸術振興に関する基本方針、鳥取市文化芸術振興条例

1,000千円
過去実績 件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

人件費、旅費、消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水費、通信運搬費、広告料、手数料、
委託料、使用料、賃借料、その他交付対象事業の実施に必要と認められる経費とする。ただ
し、作品の制作に係る経費は除く。

決算額
（千円）

Ｒ７予算
積算根拠

10件×100千円(上限額)

補助率・補助額 2分の1

Ｒ６
（見込）

6 438

交付要件

本市に在住し美術工芸作品等の創作活動を行っている者が、市内の民間ギャラリーにおいて
交付対象者自身の作品を含む美術工芸作品等を展示する事業に対して交付する。

100千円

国費

○ 補助金交付対象、要件、方法

申請のあった個人

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-
運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無

○人件費 積立金団体運営費補助



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ×

02-05 ○

02-06 -

02-07 -

02-08 ×

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

2

12

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必
要性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ
無駄がないか。

今後見直しが必要

適正化の視点 基準

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資
金(内部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行って
いる

実績報告に事業費を証する領収書等が添付さ
れている

原則として補助対象外とすべき経費（人件
費、交際費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ
生産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定し
ている

［有効性］
所期の目的を達成し効
果を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

意見
対象経費に人件費が含まれている。

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過
去3年のうち、2回以上同額交付とはなってい
ない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担
当課が事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目
的や内容について広く
公開しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の
目的や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になさ
れているか。

-

2-8 効果検証のうえ継続の有無を判断。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って
適法に行われているか
どうか。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ７予算

Ｒ５ 2 624

Ｒ４ 0 0

Ｒ３ 0 0

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

鳥取市補助金カルテ

027 文化交流課 0857-30-8022

令和７年度 当初予算適切

その他の事業費補助

民間交流促進事業費

鳥取市国内交流補助金

概要

市民団体が実施する本市と縁のある地域との交流事業の経費を補助。

H30

総務費 総務管理費 企画費

終期設定なし

根拠法令 第１１次鳥取市総合計画（施策2205）他都市との交流の推進

500千円
過去実績 件数

対象経費

交付決定の年度内に、補助額を確定し、精算する。

旅費、謝金、委託費、使用料等、その他補助事業を実施するために必要と市が認める経費。

決算額
（千円）

Ｒ７予算
積算根拠

1件×500千円(上限額)

補助率・補助額 2分の1

Ｒ６
（見込）

1 420

交付要件

県外の地域及び民間団体と国内相互交流を図る事業で、次に該当するもの。　・新たな交流
先との交流　・中断していた交流先との交流再開 ・既存交流先との交流分野拡大　・鳥取県
に縁のある伝統芸能の継承地域との交流　・新たな国内交流先を模索する初期活動　※派遣
及び受入の両方が同一事業年度内にまたは当該事業年度の翌々年度以内に実施されること。

500千円

県費

○ 補助金交付対象、要件、方法

聖神社宮元獅子舞保存会

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-
運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無

-人件費 積立金団体運営費補助



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ○

02-06 -

02-07 -

02-08 ×

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

1

12

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必
要性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ
無駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資
金(内部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行って
いる

実績報告に事業費を証する領収書等が添付さ
れている

原則として補助対象外とすべき経費（人件
費、交際費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ
生産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定し
ている

［有効性］
所期の目的を達成し効
果を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

意見
-

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過
去3年のうち、2回以上同額交付とはなってい
ない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担
当課が事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目
的や内容について広く
公開しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の
目的や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になさ
れているか。

-

2-8 効果検証のうえ継続の有無を判断。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って
適法に行われているか
どうか。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ７予算

Ｒ５ 5 996

Ｒ４ 4 796

Ｒ３ 4 474

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

鳥取市補助金カルテ

028 文化交流課 0857-30-8021

令和７年度 当初予算適切

イベント・行事等に関する補助

文化芸術のまちづくり推進事業費（重点支援地方交付金）

地元芸術家活用支援事業補助金

概要

本市在住または出身の芸術家の発表の機会を設ける事業に要する経費を補助。

R2

教育費 社会教育費 文化振興費

終期設定なし

根拠法令 鳥取市文化芸術振興に関する基本方針、鳥取市文化芸術振興条例

1,000千円
過去実績 件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

報償費、旅費、消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水費、通信運搬費、広告料、手数料、
筆耕翻訳量、保険料、委託料、使用料、貸借料、その他補助対象事業の実施に必要と認めら
れる経費

決算額
（千円）

Ｒ７予算
積算根拠

5件×200千円

補助率・補助額 10分の10

Ｒ６
（見込）

7 1,161

交付要件

交付対象となる事業が本市在住又は出身の芸術家によって市内において実施されること。ま
た、補助金の交付対象者は、市内に主たる事務所又は活動の拠点を有する企業、団体等とす
る。

200千円

国費

○ 補助金交付対象、要件、方法

申請のあった企業、団体等

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-
運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無

-人件費 積立金団体運営費補助



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ×

02-06 ○

02-07 ○

02-08 ×

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

2

14

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必
要性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ
無駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資
金(内部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行って
いる

実績報告に事業費を証する領収書等が添付さ
れている

原則として補助対象外とすべき経費（人件
費、交際費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ
生産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定し
ている

［有効性］
所期の目的を達成し効
果を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

意見
-

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過
去3年のうち、2回以上同額交付とはなってい
ない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担
当課が事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目
的や内容について広く
公開しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の
目的や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になさ
れているか。

-

2-6 地元芸術家の活動支援・負担軽減を目的としているため。　2-8 効果検証のうえ継続の
有無を判断。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って
適法に行われているか
どうか。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ７予算

Ｒ５ 1 1,000

Ｒ４ 0 0

Ｒ３ 0 0

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

鳥取市補助金カルテ

029 文化交流課 0857-30-8021

令和７年度 当初予算適切

イベント・行事等に関する補助

舞台芸術×地域活性化事業費

鳥取市文化芸術事業に関する補助金（舞台芸術×賑わい創出モデル事業）

概要

文化芸術団体が実施する文化芸術に関する事業に要する経費を補助。

H18

教育費 社会教育費 文化振興費

終期設定なし

根拠法令 鳥取市文化芸術振興に関する基本方針、鳥取市文化芸術振興条例

2,500千円
過去実績 件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、その他補助事業の実施に必要
と認められる経費

決算額
（千円）

Ｒ７予算
積算根拠

過去の実績により算出。

補助率・補助額 10分の10

Ｒ６
（見込）

1 2,500

交付要件

次の要件を満たす団体であること。　・市内に主たる事務所または活動の拠点を有し、団体
の構成員に市民が過半数を占めると認められる。　・団体の規約を有し、その代表者の氏名
及び住所が明らかであること。　・事業を実施にあたり明確な会計経理がなされること。
・事業実績があり、または事業が完遂できると認められること。

設定なし

国費

○ 補助金交付対象、要件、方法

申請のあった団体

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-
運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無

-人件費 積立金団体運営費補助



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ×

02-06 ○

02-07 ×

02-08 ○

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

2

14

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必
要性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ
無駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資
金(内部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行って
いる

実績報告に事業費を証する領収書等が添付さ
れている

原則として補助対象外とすべき経費（人件
費、交際費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ
生産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定し
ている

［有効性］
所期の目的を達成し効
果を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

意見
-

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過
去3年のうち、2回以上同額交付とはなってい
ない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担
当課が事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目
的や内容について広く
公開しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の
目的や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になさ
れているか。

-

2-6,2-7　舞台芸術を活用し、演劇を通して本市の福祉行政や文化行政に貢献している団体で
あり、自主財源に乏しい団体であるため。　　2-8 効果検証のうえ継続の有無を判断。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って
適法に行われているか
どうか。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ７予算

Ｒ５ 3 378

Ｒ４ 3 443

Ｒ３ 2 300

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

鳥取市補助金カルテ

030 文化交流課 0857-30-8021

令和７年度 当初予算適切

イベント・行事等に関する補助

文化芸術推進事業補助金

鳥取市アートスタート活動支援事業補助金

概要

0歳から小学校入学前までの乳幼児を対象とした作品鑑賞や公演鑑賞の機会を提供する団体の
活動経費を補助。

H23

教育費 社会教育費 文化振興費

R8年度までに効果検証のうえ継続の有無を検討

根拠法令 鳥取市文化芸術振興に関する基本方針、鳥取市文化芸術振興条例

600千円
過去実績 件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

講師又は公演団体への謝金及び旅費、公演料及び公演に係る運搬費、印刷費、広報費、会場
使用料、消耗品費、通信費、会議費、記録費、託児謝金等

決算額
（千円）

Ｒ７予算
積算根拠

4件×150千円

補助率・補助額 3/4※年度内複数実施の場合は2回目以降1/2

Ｒ６
（見込）

4 578

交付要件

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）の規定により設立された法人又は営利を目
的とせず未就学児の健全育成に資する活動を行う次のすべての要件を満たしている団体。た
だし、保護者会、ＰＴＡ等、対象範囲を限定して活動を行う団体を除く。

150千円

県費

○ 補助金交付対象、要件、方法

申請のあった団体等

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-
運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無

-人件費 積立金団体運営費補助



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ×

02-06 ○

02-07 ○

02-08 ×

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

2

14

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必
要性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ
無駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資
金(内部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行って
いる

実績報告に事業費を証する領収書等が添付さ
れている

原則として補助対象外とすべき経費（人件
費、交際費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ
生産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定し
ている

［有効性］
所期の目的を達成し効
果を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

意見
-

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過
去3年のうち、2回以上同額交付とはなってい
ない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担
当課が事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目
的や内容について広く
公開しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の
目的や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になさ
れているか。

-

2-6、2-7　県負担1/2・市負担1/4の間接補助金。　2-8 効果検証のうえ継続の有無を判断。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って
適法に行われているか
どうか。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ７予算

Ｒ５ 8 690

Ｒ４ 8 715

Ｒ３ 8 735

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

鳥取市補助金カルテ

031 文化交流課 0857-30-8021

令和７年度 当初予算適切

その他の事業費補助

文化振興費（文化交流課）

鳥取市文化芸術事業に関する補助金（文化団体（連合体）組織育成補助）

概要

各総合支所地域で、文化団体及び個人をもって組織され、相互の資質向上と文化芸術活動を
行っている連合体組織の活動を補助。

H29

教育費 社会教育費 文化振興費

終期設定なし

根拠法令 鳥取市文化芸術振興に関する基本方針、鳥取市文化芸術振興条例

760千円
過去実績 件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

文化芸術活動を行っている連合体組織の活動経費

決算額
（千円）

Ｒ７予算
積算根拠

・均等割　10千円×8地域　・団体割　5千円×136団体
（国府 14団体、福部 11団体、河原 30団体、用瀬 14団
体、佐治 12団体、気高 18団体、鹿野 21団体、青谷 16
団体）

補助率・補助額 均等割

Ｒ６
（見込）

7 670

交付要件

・各総合支所地域で、文化団体及び個人をもって組織され、相互の資質向上と文化芸術活動
を行っている連合体組織の活動

設定なし

なし(一般財源、基金繰入のみ)

○ 補助金交付対象、要件、方法

総合支所地域の文化団体協議会

実績報告書に添付の事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-
運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無

-人件費 積立金団体運営費補助



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ×

02-06 ×

02-07 ○

02-08 ×

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

3

14

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必
要性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ
無駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資
金(内部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行って
いる

実績報告に事業費を証する領収書等が添付さ
れている

原則として補助対象外とすべき経費（人件
費、交際費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ
生産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定し
ている

［有効性］
所期の目的を達成し効
果を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

意見
-

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過
去3年のうち、2回以上同額交付とはなってい
ない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担
当課が事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目
的や内容について広く
公開しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の
目的や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になさ
れているか。

-

2-5 均等割、団体割の交付額を定めている。　2-8 効果検証のうえ継続の有無を判断。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って
適法に行われているか
どうか。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている


